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「地球温暖化防止のための道路政策会議」における検討事項についての意見 

 

筑波大学 石 田 東 生 

 

０． 基本的スタンス 

第１回で討論された政策の枠組みに従って、検討が必要だと思われる項目とその方向性についての私見を述

べる。 

 

 

１． 地球温暖化対策の政策メニューについて 

 

（１） コミュニケーション型施策 

・ 効果への期待――規模と早期発現 

効果としては大きいと思われる。また効果が短期に発現する可能性が高いことも大きな魅力である。 

・ 啓発・コミュニケーションツールとしての意義 

７０００万台を遙かに超える自動車のかしこい使い方がCO2排出量削減に直接的な効果を持つもの

であるから、啓発や参加意識醸成のためにも極めて重要。従って、アイドリングストップやTFPな

ど多様な方法も、効果目的のみでなく、PRやアピールの一貫としても取り組むべき。 

・ 効果計測の重要性 

それと同時に効果計測が重要である。MMでも効果の計測事例が報告されているが。非回答バイアス

が大きいと思われる（関心層の回答率が高く、効果が過大推定されている可能性がある）。このこ

とに関する研究が望まれる。アイドリングストップ等についても、企業等のイメージアップ戦略と

して使用されていることも多いと思われるが、効果計測が重要であろう。 

 

（２） 交通システム運用型施策 

・ 経済インセンティブ型手法の重要性 

プライシングや税制による効果の検討の重要性は指摘するまでもない。  

・ ＩＴＳの活用 

ITS を用いた交通運用の効率性確保によるCO2の排出量削減策も効果としては大きいのではないだ

ろうか。ＶＩＣＳやＥＴＣによる交通流の円滑化によるCO2削減効果もまだまだ期待できよう。さ

らに、渋滞ポイント等において、渋滞状況や環境状況を常時モニタリングするとともに、燃料消費

状況などを推定し、これらをドライバーや道路・交通管理者に提供し、リアルタイムで対策を講じ

る、あるいは交通行動変更を促すといったような施策も今後促進されるべきであろう。 

 

（３） 道路整備戦略 

・ 道路整備の重要性 

交通流の円滑化によるCO2削減策は極めて重要である。 

・ 道路整備による効果の二面性の明示的考慮 

道路整備のもたらす正の効果（交通流の円滑化によるCO2排出量削減）と負の効果（自動車交通へ

の依存度の増加、迂回による総走行距離の増加、あるいは安全や局地環境問題への悪影響）を比較

考量して、効果を推計・評価し、整備戦略を構築することが重要。 

・ 効率性の高い道路への重点化 
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限られた時間・財源・空間という制約を考えた場合には、効率性の高い道路（都市内高速や幹線道

路）への重点化が重要。東海環状道路を短期間に73kmも完成させたという事実は､2010年までの施

策としても十分成立しうることを示唆している。ただしこの場合に沿道環境への配慮が不可欠。 

・ 環状道路の重要性 

特に、日本の現在の都市域における道路網を考えた場合に、環状道路の重要性は改めて指摘するま

でもない。 

・ ネットワーク効果を発揮するための路線の重要性 

また、ネットワークとして成立するための不足分（ミッシングリンク等）の早期完成は大きな限界

的効果を有するので、特に重要な整備路線として位置づけられるべき。 

・ 渋滞ポイント・開かずの踏切の解消 

全国の渋滞ポイントの解消も短期的に大きな効果を発揮すると思われる。この観点からは都市域に

おける鉄道の連続立体交差化による踏切渋滞の解消も重点施策となるであろう。 

・ 容量増加と容量削減のパッケージ化 

以上の施策により道路交通容量は増加するが、一方で安全安心のまちづくりといった観点や沿道環

境の改善といった観点から、既存の道路の容量を削減することも考えられるべきではないか。すな

わち、幹線道路や都市内高速が整備された地域では、通過交通が発生しにくいような道路網にする

ための施策群、車線を減少させ植樹するというような施策とのパッケージ化が考えられてしかるべ

きである。 

・ 道路整備方策のパッケージ化とＰＩ／ＰＲ 

以上のような考え方のもとに、地域特性（道路網、土地利用、環境、・・・）や交通特性を考慮し

て多数の道路整備施策群をパッケージ化し、分かりやすく提示することが重要ではないだろうか。 

その時に、後述する効果の計測・推計を踏まえて、効果を分かりやすく、丁寧に提示し、国民と充

分な多方向多重のコミュニケーションを行うことが重要。 

 

 

２． 道路施策と他の施策との連携 

 

（１） 交通管理者との連携 

・ 交通情報の共通的収集と活用 

CO2 排出量を削減するための交通流の管理と誘導の出発点は正確なデータの収集である。交通管理

者と道路管理者が設置している探知機データの共通利用の更なる高度化が必要であろう。 

・ 交通制御と道路管理との更なる連携強化 

信号制御にはCO2排出減に対して即時的かつ大きな効果が期待できるが、交差点改良との連携等に

よりその効果はさらに拡大することが期待できる。 

・ 免許交付時や書き換え時における教育・啓発 

アイドリングストップの効果や急加速・急発進の悪影響の存在とそれを防ぐマナーや技術に関する

教育・啓発も重要であろう。 

 

（２） 自動車生産者等との連携 

・ 低燃費車の普及促進 

更なる低燃費車みに向けた技術開発への期待も大きいが、CO2排出状況（燃費）をドライバーに知

らせ、低燃費走行を心がけさせるような情報装置の標準装備化などは難しいでしょうか。 

 

（３） 都市構造・国土構造政策との連携 

・ ＴＯＤ的発想による交通政策と都市政策との連携 



即時的な効果の発現は期待できないが、モータリゼーション前の日本の都市成長がまさにそうであ

ったところであるが、自動車依存度の小さいコンパクトな都市構造、公共交通の成立性が高いTOD

（Transit Oriented Development）への再志向が望まれる。 

 

 

３． 地球温暖化対策の効果の予測と評価について 

 

（１） 誘発需要問題への取り組み 

・ 道路整備効果の二面性への積極的取り組み 

道路整備による交通流の円滑化→走行速度の上昇→排出量の減少というルーチンが存在すること

は確実である。しかし、道路交通のサービスレベルの向上による新たな需要や、整備された環状道

路や幹線道路の迂回利用による走行台キロの増加も確実に発生する。この二面性を明示的に考慮し、

効果を推計することが重要である。 

・ 効果計測モデルの開発 

上記の二面性の正確かつ詳細な推計は非常に難しいことであるが、わが国のみならず世界において

はこれに取り組んだ研究成果が蓄積されつつある。これらの最新の成果を、実務への適用という制

約条件にかけて厳選し、効果推計モデルを開発することは基本的に重要な任務である。 

 

（２） 過去予測による推計モデルのバリデーション 

・ 過去のCO2排出量の挙動説明（理論フレームの構築） 

わが国の交通部門からのCO2排出量が複雑な挙動をしていることは、第一回の説明資料の通りであ

る。この挙動を CO2 排出に影響する各要因の挙動によって説明することによって（因数分解）、効

果推計モデルの理論フレーム構築の一助となすべきであろう。 

・ 道路・交通政策の表現方法 

道路整備施策が上記の要因（具体的には、走行速度や分担率、総走行台キロなど）に及ぼす効果の

定量的把握が必要であるが、交通需要モデルの活用が期待できる。 

 

（３） パラメータの信頼性再確認 

・ 排出原単位や各種パラメータ 

走行速度別のCO2排出原単位は貴重な研究成果であり十分活用すべきである。この他にも需要推計

モデルやCO2排出量の推計にかかわる多くのパラメータが存在する。これらのパラメータの更新や

他の研究成果との比較等も、推計の制度と信頼性の向上には重要である。 

 

（４） プロジェクト・施策実施効果の事例収集 

・ 個別具体例における効果の推計 

（１）と（２）で述べたマクロな効果推計モデルは、全国レベルや地域レベルでの推計を念頭に置

いており、信頼性には最大限の配慮を払うものの、効果の実在感まで達成することは至難である。

一方、交差点改良、バイパス整備、ITSなどは、効果の発現については実感しやすい面もあるので、

これらについても、資料収集と効果推計を試みるべきである。 

 

 

４． アクションプログラムの策定とＰＤＣＡ 

 

（１） ２０１０年に向けてのアクションプログラムの策定 

・ 施策の分類 



第１回会議における議論からも明らかなように、CO2削減のための道路政策は非常に多岐にわたる。

これらを 

○ 実施に必要な時間 
○ 効果発現に必要な時間 
○ 効果の大小 

等を総合的に考えて 

○ ２０１０年までに必ず 
○ 中期的に重要なので今から取り組む 
○ 長期的に工係重要なので今から取り組む 

などのように施策群のカテゴリー化とパッケージ化を行うことが必要である。 

そして、次年度予算へ反映させるべきもの、できるものについては早急に取り組むべきである。 

 

（２） 連携のあり方 

・ 何度も述べたが、交通分野からのCO2削減策には多種多様な主体が関連しており、これらの連携と

協働が何より必要である。 

・ 道路管理者、交通管理者、交通産業（交通事業者、自動車メーカー、・・・）、ユーザー   

 

（３） モニタリングとフォローアップ 

・ ＰＤＣＡのベストプラクティスを目指す 

CO2 排出量という非常に分かりやすい、かつモニタリングしやすい政策目標を有するので、ＰＤＣ

Ａサイクルになじみやすいはずである。しかし、一方で多種多様の主体、個々 の利用者からの目標

までの距離が遠く、個 の々利用者の意思決定や行動が効果として見えにくいという難しさも併存し

ている。 

このことを踏まえた上で、あえて政策評価（プログラム評価）のベストプラクティスを目指すとい

う宣言も必要かもしれない。 

 

以上 



 1

１．物流業界の現状について 
・輸送効率の向上、省エネ運転 
・デジタル式運行記録計の導入によるきめ細かい運行管理 
・幹線輸送における鉄道・海運の利用（マルチモーダルの推進） 

 
２．ＩＴＳの活用 
・国土交通省によるエコドライブ・マネジメント・システム（ＥＭＳ）

の導入促進 
・ＩＴＳの環境面での活用 
 
３．グリーン物流パートナーシップ会議の活用 
・荷主・物流事業者が一体となった取り組み 
・低公害車の導入（技術開発、燃料供給インフラの整備） 

 
４．道路ネットワークの整備と使い方 
・首都圏三環状道路など、ボトルネックとなっているバイパス道路・

環状道路の整備 
・高速道路料金施策の柔軟運用によるトラックの利用促進 
・トラックの大型化に対応した道路整備と、特殊車両通行許可条件の

緩和 
 
５．都市内物流の効率化 
・市街化調整地域の有効活用による物流拠点立地の推進など、都市開

発計画との整合性や、警察との連携（都市交通管理） 
・都市内の路上・路外荷捌きに係わる改善 

貨物車専用荷捌き施設・駐車場（スペース）の設置、共同配送・

共同荷受システムの構築、時間帯別の運用など 

 
６．乗用車からのＣＯ２削減策 
・エコドライブの普及促進（例：ＪＡＦエコドライブ宣言運動。 
 自動車学校でのエコドライブ教育） 
・ディーゼル乗用車の開発普及 

 
７．環境税について 
 ・地球温暖化防止に取り組む産業界の決意（2005.2.15 日本経団連） 
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２００５年５月２３日 

 

第２回地球温暖化防止のための道路政策会議 

黒田委員発言要旨 

 

 

論点１：地球温暖化対策の政策メニューについて 

 

① コミュニケーション型施策（モビリティ・マネジメント［MM］やエコドライブ等の国民の理解とと

もに進める道路利用に関するマネジメント施策） 

 

② 交通システム運用型施策（各種 TDM 施策や、環境税、プライシング等の交通システムの制

度や運用に関わる施策） 

 

③ 道路整備のあり方と戦略論 

 

論点２：道路施策と他の施策（都市構造等）との連携 

 

論点３：地球温暖化対策の個々の政策の効果分析 

 

論点４：CO2 排出削減に向けたアクションプログラムの策定 
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論点１．地球温暖化対策の政策メニューについて 

① コミュニケーション型施策（モビリティ・マネジメント［MM］やエコドライブ等の国民の理解ととも

に進める道路利用に関するマネジメント施策） 

・ 路上駐車対策の推進やリバーシブル・レーン実施等、規制をかけずに交通流を円滑化させ、

効率化を図ることが望ましい 

・ 自動車ユーザーによる取組みも必要（急発進、急加速を控えるといったエコドライブを心掛け

る等） 

 

② 交通システム運用型施策（各種 TDM 施策や、環境税、プライシング等の交通システムの制度

や運用に関わる施策） 

・ ロードプライシングは､導入都市の交通特性を十分考慮したものでなければ有効な施策とはな

り得ない可能性が高い 

・ 環境税の導入に関しては、新税導入ありきの議論が進められることは反対 

・ 産業界のこれまでの取り組みとその成果や、国際競争力への影響、既存のエネルギー･自動

車関連税制との関係、既存の温暖化対策予算の効果などに十分留意すべき 

 

③ 道路整備のあり方と戦略論 

・ 道路整備は従来の全国一律の量的な拡大から真に必要な整備に重点化すべき 

（重点分野：都市環状道路の早期整備等環境対策、事故多発地点への早期安全対策、防

災・安心対策、交通事故調査・分析の充実等施策評価の体制作り） 

・ 道路整備によるＣＯ２削減効果を、例えばＶＩＣＳ情報やプローブ情報を活用する等の手段で

客観的に評価し、広く国民に開示することが必要 

 

論点２．道路施策と他の施策（都市構造等）との連携 

・ 道路施策と他の施策（都市構造等）との連携は、長期的視点からも検討が必要 

・ 交通流改善対策の効果を高めるためには、関係省庁と連携した総合的な施策推進・一体的

整備が重要 
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論点３．地球温暖化対策の個々の政策の効果分析 

・ 運輸部門からのCO2排出削減には、自動車単体の対策と同様､交通流施策が重要 

・ 交通施策を一層確実に推進していくためには､ CO2 削減効果を正しく 評価し､

PDCA(Plan/Do/Check/Action)サイクルを回すことが重要 

・ 同時に、関係省庁が連携し、施策の評価方法と評価体制の整備に取り組むことが必要 

 

論点４．CO2 排出削減に向けたアクションプログラムの策定 

策定に向けた留意点 

・ 道路整備の重点化（安全，環境，防災・安心） 

・ 対策効果の把握と評価 

・ 関係省庁が連携した総合的な施策推進・一体的整備 

 

 

以上 



















 
 
 

１．環境施策を短期的に影響が発現するものと長期的に発現するものに区別 

 → 例えば、教育等は長期であり、規制緩和や強化は短期 

 
 

２．渋滞解消のための郊外部における環状道路整備等は有効な側面もあるが、

それに伴う大型店舗等の立地は規制する必要がある 

 → トリップ長が長くなることを抑制し、消費行動に制約をかける 

 
 
３．北海道・東北の豪雪地帯における道路構造令の緩和 

 → 幅員を広くすることを認め、排雪費用の削減および冬期における走行

速度の改善 

 
 
４．道路特定財源を都市内公共交通にも使用可能にする 
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モビリティ・マネジメント（Mobility Management: MM） 
ひとり一人のモビリティ（移動）が， 

社会にも個人にも望ましい方向注）に自発的に変化することを促す， 

コミュニケーションを中心とした交通政策 

注）「過度」な自動車利用から公共交通・自転車等を適切に利用する方向 

 

１．「かしこいクルマの使い方」 
 
 ・「過度」な自動車利用は，道路・運輸・

都市・地域・環境に関わる様々な行政

問題を引き起こす（右図）． 
 
 ・ΜΜは，これらの問題の解消を目指し，

ひとり一人に「かしこいクルマの使い

方」を考えてもらい，自発的に交通行

動が変わることを期待する施策． 
 
 
２．MM の内外の事例 
 
 ・最も大規模な事例が豪州パースのもの．約 17万世帯を対象

に実施（予算規模約 15億円）．南パース市全体で，自動車分
担率が約 8％減，公共交通利用者数が約 10%増（右図）． 

 
 ・ドイツ，スウェーデン，英国でも数万世帯を対象に実施し，

1～2割程度の自動車利用が削減． 
 
 ・英国ロンドンでは，2004年～2010年にかけて，毎年 10万世

帯を対象に実施予定（予算規模約 12億円） 
 
 ・国内では，札幌市，豊中市，金沢市，川西市・猪名川町等で

100～500世帯を対象に実施．国内 10の事例で，参加世帯の
自動車トリップが平均 12%, CO2 排出量が平均 19%削減． 

 
３．MM の具体的内容 
 
 ・例えば下のような「複数回のアンケート調査」をコミュニケーション・プログラムとして実施． 
 
 ・こうしたプログラムは，以下のように呼ばれる 
     行政・専門家内で用いる名称 ＝ 「TFP (Travel Feedback Program: トラベルフィードバックプログラム)」
     参加者に対して用いる名称  ＝ 「かしこいクルマの使い方を考えるプログラム」 
 
 ・実施場所としては「居住世帯」「学校」「職場」が考えられる． 
 
 ・成功の鍵は，「きめ細かな丁寧な対応」「対象者ひとり一人毎に個別的な情報を提供する」という点である． 
  

    
 

 
 

 

 

     モビリティ・マネジメントの概要 
 

※ 土木学会『モビリティ・マネジメントの手引き』（30頁） より 
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地球温暖化対策に関する行動科学からの示唆 
■ 「行動変容」を期待する２種類の方策     
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
■ コミュニケーション的方策が有効となる社会心理学的背景 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                    社会心理学における行動変容に関する 
    一般的心理プロセスモデル 

 

→（モデルからの示唆） 

①「交通システムの運用施策」「道路整備」は行動変容を導き得る 

②しかし，行動変容への「道のり」は長く，必ずしも，人々の行動は変わらない． 

③ただし，「コミュニケーション」を活用すれば，自発的な行動変容が，効果的に導かれ得る． 

 

[付録]  
環境配慮行動別年間実 CO2 削減量 

 ※ 計算根拠は下記 HPを参照 

http://www.plan.cv.titech.ac.jp 

/fujiilab/syohi  
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